
1

平成１８年４月から９月までの間における
介護給付費等の請求事務について

平成18年３月1日（水）

厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部
障害保健福祉改革推進室

○ 平成１８年４月から９月までの間における介護給付費等の請求に係る事務処理は、市町村やサービス事業所・施設

が新たな制度に円滑に移行ができるよう、できる限り現行の事務処理方法を踏襲する形で整理している。

○ 平成１８年１０月以降における当該事務処理については、平成１９年１０月から稼働を予定している事務処理シス

テムによる処理を見据えつつ、適正かつ効率的な処理を図る観点から更に検討を加えて提示することとしている。

３月５日訂正版
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ⅰ 単位数算定の際の端数処理 （告示単位数 → 算定単位数）

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗ずる計算に限る。）
を行う度に、小数点以下の四捨五入の端数処理を行い、絶えず整数値に割合を乗じていく。

ⅱ 金額換算の際の端数処理 （算定単位数 → 金額）

単位数から金額に換算する際に生じる一円未満の端数については、「切り捨て」で金額を算定する。

① 告示単位数 （報酬告示の記載された単位数）

② 算定単位数 （必要に応じて告示単位数に加減算を乗じて算出された単位数）

③ 算定単位額 （算定単位に地域区分等に応じた単価金額を乗じて算出された額）

ⅰ

ⅱ

告示された単位数から報酬額への金額換算の算定処理

④ 報酬額 （当該月の算定金額を合算して算出された額）

平成18年4月以降の報酬額の算定方法について
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介護給付費、訓練等給付費及び施設訓練等支援費の報酬算定の方法

① 算定単位数 （端数処理は小数点以下四捨五入）
告示単位数に必要に応じて加減算率を乗じる
算定単位数 ＝ 告示単位数 × 加減算率

② 算定単位額 （端数処理は小数点以下切り捨て）
算定単位数に単位単価を乗じて算定単位額を算出する
算定単位額 ＝ 算定単位数 × 単位単価

③ 当月算定額
算定単位額に提供回数（算定回数、算定日数）を乗じて算出する。
当月算定額 ＝ 算定金額 × 算定回数

④ 報酬額（当月費用の額合計）
サービスコードごとの当月算定額を合算する。
報酬額 ＝ 当月算定額 ＋ 当月算定額 ＋ ・・・

告示が「円」から「単位」に変更となった以外は現行支援費制度と基本的に算出方法は変わらない。

請求明細書の「当月費用の額合計」に記載される額

サービスコード単位の報酬額

例：特別区１０．７２円 等
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障害福祉サービス等の利用者負担額の算定方法

① 算定単位数の算出 （端数処理 小数点以下四捨五入）
告示単位数に必要に応じて加減算率を乗じる
算定単位数 ＝ 告示単位 × 加減算率

② 算定単位額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
算定単位数に単位単価を乗じて算定単位額を算出する
算定単位額 ＝ 算定単位数 × 単位単価

サービス提供ごとに利用者負担額を算定する。

④ 利用者負担額の算出
サービスコード単位の利用者負担額を合算する。
利用者負担額＝サービスコード単位の利用者負担額＋サービスコード単位の利用者負担額

＋ ・・・

実績記録票の「利用者負担額」」に記載される額

③ 利用者負担額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
サービス利用時の利用者負担額を算出する。
利用者負担額 ＝ 算定単位額 × 負担割合（10/100）

障害者自立支援法附則第9条による サービスコードに対応した
利用者負担額が設定される

サービスコード単位の報酬額
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社会福祉法人等による利用者負担軽減額等の整理方法

社会福祉法人等による定率負担に係る利用者負担軽減措置を実施する事業所等は、サー
ビス提供実績記録票の「利用者負担額」欄、「社福法人等軽減額」欄及び「給付費移行額」欄
を使用することとなる。この際、サービス提供ごとに、社福法人等が軽減した額を実績記録票
の「社福法人等軽減額」欄に、給付費へ移行した額を「給付費移行額」欄に記載していく。

「利用者負担額」欄に記載する額

○ 利用者負担額の算定方法に従って算定された利用者負担額をサービス提供実績記録票
の利用者負担額欄に記載する。

○ 利用者負担額欄の累計額が、所得区分が低所得2の場合12,300円（通所施設等7,500
円）、低所得1の場合7,500円に到達するまで金額を記載していく。

「社福法人等軽減額」欄に記載する額

○ 利用者負担額が上記の軽減後の負担上限月額を超過した後、本来（軽減前）の利用者
負担上限月額に到達するまでは、利用者負担額は軽減措置実施事業所が軽減することと
なるため、実績記録票の「社福法人等軽減額」欄に利用者負担相当額を記載していく。

「給付費移行額」欄に記載する額

○ 利用者負担額が本来の負担上限月額を超過した後は、利用者負担に相当する額は給付
費へ移行することとなるため、実績記録票の「給付費移行額」欄に利用者負担相当額を記
載していく。
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平成18年4月から9月までの間における利用者負担額の算定例について
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１ 居宅介護（身体介護を6：00～9：00）を利用した場合 （地域区分：特別区）

≪サービスコードを用いて利用者負担額を算定≫

身居宅身体開 夜早１．５1111918

身障居宅身体日中１Ｈ1111112

身障居宅身体夜間早朝２Ｈ1111214

使用するサービスコード

（A）

（B）

（C）

① 算定単位数の算出 （端数処理 小数点以下四捨五入）
：サービスコードの単位数に加減算率を乗じる

② 算定単位額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
：算定単位数に単位数単価を乗じて算定単位額を算出する

③ 利用者負担額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
：サービス利用時の利用者負担額を算出する。

※参考：告示単位には、現行告示額を単に10で割ったものを設定。

① 332単位(=83単位×4） × 1.25（加減算率） ＝ 415.0 → 415単位（算定単位数）
② 415単位 × 10.72（単位数単価） ＝ 4448.8 → 4448円（算定単位額）
③ 4448円 × 10/100（定率負担分） ＝ 444.8 → 444円（利用者負担額）

① 166単位(=83単位×2） × 1.00（加減算率） ＝ 166.0 →166単位（算定単位数）
② 166単位 × 10.72（単位数単価） ＝ 1779.52 → 1779円（算定単位額）
③ 1779円 × 10/100（定率負担分） ＝ 177.9 → 177円（利用者負担額）

■ （Ｂ） 8時から9時まで（1時間）の利用者負担額

① 584単位（告示上の1時間以上1時間30分未満の単位） × 1.25（加減算率） ＝730.0 → 730単位
249単位（=83単位×3） × 1.25（加減算率） ＝ 311.25 → 311単位
730単位 － 311単位 ＝ 419単位（算定単位数）

② 419単位 × 10.72（単位数単価） ＝ 4491.68 → 4491円（算定単位額）
③ 4491円 × 10/100 （定率負担分） ＝ 449.1 → 449円（利用者負担額）

（Ｃ）の利用者負担額

④ 444円（Ａの利用者負担額）+177円（Ｂの利用者負担額） +449円（Ｃの利用者負担額）＝1070円（利用者負担額の合計）

■ （A）6時から8時まで（2時間）の利用者負担額

実績記録票の利用者負担額
欄に記載される額

平成18年4月から9月までの障害者自立支援法の利用者負担額の算定例について
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≪サービスコードを用いて利用者負担額を算定≫

身居宅身体開 夜早０．５日０．５1111921

身障居宅身体日中０.５Ｈ1111111

身障居宅身体夜間早朝０.５Ｈ1111211

使用するサービスコード

（A）

（B）

（C）

① 算定単位数の算出 （端数処理 小数点以下四捨五入）
：サービスコードの単位数に加減算率を乗じる

② 算定単位額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
：算定単位数に単位数単価を乗じて算定単位額を算出する

③ 利用者負担額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
：サービス利用時の利用者負担額を算出する。

※参考：告示単位には、現行告示額を単に10で割ったものを設定

① 83単位 × 1.25（加減算率） ＝ 103.75 → 104単位（算定単位数）
② 104単位 × 10.72（単位数単価） ＝ 1114.88 → 1114円（算定単位額）
③ 1114円 × 10/100（定率負担分） ＝ 111.4 → 111円（利用者負担額）

① 83単位 × 1.00（加減算率） ＝ 83.0 →83単位（算定単位数）
② 83単位 × 10.72（単位数単価） ＝ 889.76 → 889円（算定単位額）
③ 889円 × 10/100（定率負担分） ＝ 88.9 → 88円（利用者負担額）

■ （Ｂ） 8時から8時30分まで（30分）の利用者負担額

① 231単位（告示上の30分未満の単位） × 1.25（加減算率） ＝288.75 → 289単位
171単位（※１） × 1.00（加減算率） ＝ 171.0 → 171単位
289単位 ＋ 171単位 ＝ 460単位
83単位 × 1.25（加減算率） ＝ 103.75 → 104単位（算定単位数）
83単位 × 1.00（加減算率） ＝ 83.0 → 83単位（算定単位数）
104単位 ＋ 83単位 = 187単位
460単位 － 187単位 = 273単位

② 273単位 × 10.72（単位数単価） ＝ 2926.56 → 2926円（算定単位額）
③ 2926円 × 10/100 （定率負担分） ＝ 292.6 → 292円（利用者負担額）

■ （Ｃ）の利用者負担額

④ 111円（Ａの利用者負担額）+88円（Ｂの利用者負担額） +292円（Ｃの利用者負担額）＝491円（利用者負担額の合計）

■ （A）7時30分から8時まで（30分）の利用者負担額

２ 居宅介護（身体介護7：30～8：30）を利用した場合 （地域区分：特別区）

（※1）
402単位（告示上の30分以上１時間未満の単
位）－231単位（告示上の30分未満の単位）
=171単位

実績記録票の利用者負担額
欄に記載される額
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３ 居宅介護（身体介護を20:00～23：00）を利用した場合 （地域区分：特別区）

≪サービスコードを用いて利用者負担額を算定≫

身居宅身体開 夜早１．５1111918

身障居宅身体深夜１Ｈ1111312

身障居宅身体夜間早朝２Ｈ1111214

使用するサービスコード

① 332単位(=83単位×4） × 1.25（加減算率） ＝ 415.0 → 415単位（算定単位数）
② 415単位 × 10.72（単位数単価） ＝ 4448.8 → 4448円（算定単位額）
③ 4448円 × 10/100（定率負担分） ＝ 444.8 → 444円（利用者負担額）

■ （A） 20時から22時まで（2時間）の利用者負担額

（A）

（B）

（C）

① 算定単位数の算出 （端数処理 小数点以下四捨五入）
：サービスコードの単位数に加減算率を乗じる

② 算定単位額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
：算定単位数に単位数単価を乗じて算定単位額を算出する

③ 利用者負担額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
：サービス利用時の利用者負担額を算出する。

① 166単位(=83単位×2） × 1.5（加減算率） ＝ 249.0 → 249単位（算定単位数）
② 249単位 × 10.72（単位数単価） ＝ 2669.28 → 2669円（算定単位額）
③ 2669円 × 10/100（定率負担分） ＝ 266.9 → 266円（利用者負担額）

■ （Ｂ） 22時から23時まで（1時間）の利用者負担額

① 584単位（告示上の1時間以上1時間30分未満の単位） × 1.25（加減算率） ＝730.0 → 730単位
249単位（=83単位×3） × 1.25（加減算率） ＝ 311.25 → 311単位
730単位 － 311単位 ＝ 419単位（算定単位数）

② 419単位 × 10.72（単位数単価） ＝ 4491.68 → 4491円（算定単位額）
③ 4491円 × 10/100 （定率負担分） ＝ 449.1 → 449円（利用者負担額）

（Ｃ）の利用者負担額

④ 444円（Ａの利用者負担額）+266円（Ｂの利用者負担額） +449円（Ｃの利用者負担額）＝1159円（利用者負担額の合計）

※参考：告示単位には、現行告示額を単に10で割ったものを設定。

実績記録票の利用者負担額
欄に記載される額
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≪サービスコードを用いて利用者負担額を算定≫

身障居宅身体深夜１Ｈ1111312

身居宅身体開 夜早０．５深11111930

身障居宅身体夜間早朝０.５Ｈ1111211

使用するサービスコード

（A）

（B）

（C）

① 算定単位数の算出 （端数処理 小数点以下四捨五入）
：サービスコードの単位数に加減算率を乗じる

② 算定単位額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
：算定単位数に単位数単価を乗じて算定単位額を算出する

③ 利用者負担額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
：サービス利用時の利用者負担額を算出する。

※参考：告示単位には、現行告示額を単に10で割ったものを設定

① 83単位 × 1.25（加減算率） ＝ 103.75 → 104単位（算定単位数）
② 104単位 × 10.72（単位数単価） ＝ 1114.88 → 1114円（算定単位額）
③ 1114円 × 10/100（定率負担分） ＝ 111.4 → 111円（利用者負担額）

① 231単位（告示上の30分未満の単位） × 1.25（加減算率） ＝288.75 → 289単位
353単位（※１） × 1.5（加減算率） ＝ 529.5 → 530単位
289単位 ＋ 530単位 ＝ 819単位
83単位 × 1.25（加減算率） ＝ 103.75 → 104単位（算定単位数）
166単位(=83単位×2） × 1.5（加減算率） ＝ 249.0 → 249単位（算定単位数）
104単位 ＋ 249単位 = 353単位
819単位 － 353単位 = 466単位

② 466単位 × 10.72（単位数単価） ＝ 4995.52 → 4995円（算定単位額）
③ 4995円 × 10/100 （定率負担分） ＝ 499.5 → 499円（利用者負担額）

■ （Ｃ）の利用者負担額

④ 111円（Ａの利用者負担額）+266円（Ｂの利用者負担額） +499円（Ｃの利用者負担額）＝876円（利用者負担額の合計）

■ （A）21時30分から22時まで（30分）の利用者負担額

（※1）
584単位（告示上の1時間以上1
時間30分未満の単位）－231単
位（告示上の30分未満の単位）
=353単位

４ 居宅介護（身体介護21：30～23：00）をまで利用した場合 （地域区分：特別区）

■ （Ｂ） 22時から23時まで（1時間）の利用者負担額

① 166単位(=83単位×2） × 1.5（加減算率） ＝ 249.0 → 249単位（算定単位数）
② 249単位 × 10.72（単位数単価） ＝ 2669.28 → 2669円（算定単位額）
③ 2669円 × 10/100（定率負担分） ＝ 266.9 → 266円（利用者負担額）

実績記録票の利用者負担額
欄に記載される額
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≪サービスコードを用いて利用者負担額を算定≫

身障療護共通通所加算重複障害1420944

身障療護通所１１～２０人基本私立1423100

使用するサービスコード

（A）
（B）

① 算定単位数の算出 （端数処理 小数点以下四捨五入）
：サービスコードの単位数に加減算率を乗じる

② 算定単位額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
：算定単位数に単位数単価を乗じて算定単位額を算出する

③ 利用者負担額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
：サービス利用時の利用者負担額を算出する。

※参考：告示単位には、現行告示額を22で除したものを設定。

５ 身体障害者療護施設において通所サービスを利用した場合 （地域区分：特別区）

例
・サービスの種類：身体障害者療護施設（通所による入所者の定員が11人以上20人以下の場合）
・重複障害加算：適用
・障害程度区分：区分Ｂ

② 899単位 × 10.72（単位数単価） ＝ 9637.28円 → 9637円（算定単位額）
③ 9637円 × 10/100 （定率負担分） ＝ 963.7 → 963円（利用者負担額）

（Ａ）の利用者負担額

② 46単位 × 10.00（単位数単価） ＝ 460円（算定単位額）
③ 460円 × 10/100 （定率負担分） ＝ 46.0円 → 46円（利用者負担額）

（Ｂ）の利用者負担額 ※重度重複加算は地域区分の適用対象外であるため、10.00を乗じる。

④ 963円（Ａの利用者負担額）+46円（Ｂの利用者負担額）＝1009円 （利用者負担額の合計）

実績記録票の利用者負担額
欄に記載される額



12

≪サービスコードを用いて利用者負担額を算定≫

知障入所更生共通加算自活（内）2310945

知障入所更生共通加算強行2310943

知障入所更生４１～６０人基本公立2312150

使用するサービスコード

（A）
（B）

（C）

① 算定単位数の算出 （端数処理 小数点以下四捨五入）
：サービスコードの単位数に加減算率を乗じる

② 算定単位額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
：算定単位数に単位数単価を乗じて算定単位額を算出する

③ 利用者負担額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
：サービス利用時の利用者負担額を算出する。

※参考：告示単位には、現行告示額を30.4で除したものを設定。

６ 知的障害者入所更生施設を利用した場合 （地域区分：特別区）

例
・サービスの種類：知的障害者入所更生施設（入所定員が41人以上60人以下の場合）
・地方公共団体の設置の場合 ・強度行動障害者特別支援加算：適用
・自活訓練加算（Ⅰ）：適用
・障害程度区分：区分Ｂ

① 917単位 × 0.965（加減算率） = 884.91 → 885単位（算定単位数）
② 885単位 × 10.72（単位数単価） ＝ 9487.2円 → 9487円（算定単位額）
③ 9487円 × 10/100 （定率負担分） ＝ 948.7 → 948円（利用者負担額）

（Ａ）の利用者負担額

② 562単位 × 10.00（単位数単価） ＝ 5620円（算定単位額）
③ 5620円 × 10/100 （定率負担分） ＝ 562円 → 562円（利用者負担額）

（B）の利用者負担額

② 372単位 × 10.00（単位数単価） ＝ 3720円（算定単位額）
③ 3720円 × 10/100 （定率負担分） ＝ 372円（利用者負担額）

（C）の利用者負担額

※強度行動障害者特別支援加算は地域区分の適用対象外であるため、10.00を乗じる。

※自活訓練加算（Ⅰ）は地域区分の適用対象外であるため、10.00を乗じる。

④ 948円（Ａの利用者負担額）+562円（Ｂの利用者負担額） +372円（Ｃの利用者負担額） ＝1882円 （利用者負担額の合計）

実績記録票の利用者負担額
欄に記載される額
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≪サービスコードを用いて利用者負担額を算定≫

身障肢体更生共通加算重複障害1310944

身障肢体更生４０人以下加算常勤医1311913

身障肢体更生４０人以下基本公立1311150

使用するサービスコード

（A）
（B）

（C）

① 算定単位数の算出 （端数処理 小数点以下四捨五入）
：サービスコードの単位数に加減算率を乗じる

② 算定単位額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
：算定単位数に単位数単価を乗じて算定単位額を算出する

③ 利用者負担額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
：サービス利用時の利用者負担額を算出する。

※参考：告示単位には、現行告示額を30.4で除したものを設定。

７ 身体障害者肢体更生施設を利用した場合 （地域区分：特別区）

例
・サービスの種類：身体障害者肢体更生入所施設（入所定員が40人以下の場合）
・地方公共団体の設置の場合 ・常勤医師加算：適用
・重度重複障害者加算：適用
・障害程度区分：区分Ａ

① 1150単位 × 0.965（加減算率） = 1109.75 → 1110単位（算定単位数）
② 1110単位 × 10.72（単位数単価） ＝ 11899.2円 → 11899円（算定単位額）
③ 11899円 × 10/100 （定率負担分） ＝ 1189.9 → 1189円（利用者負担額）

（Ａ）の利用者負担額

② 57単位 × 10.72（単位数単価） ＝ 611.04円 → 611円（算定単位額）
③ 611円 × 10/100 （定率負担分） ＝ 61.1円 → 61円（利用者負担額）

（B）の利用者負担額

② 100単位 × 10.00（単位数単価） ＝ 1000円（算定単位額）
③ 1000円 × 10/100 （定率負担分） ＝ 100円（利用者負担額）

（C）の利用者負担額 ※重度重複障害者加算は地域区分の適用対象外であるため、10.00を乗じる。

④ 1189円（Ａの利用者負担額）+61円（Ｂの利用者負担額） +100円（Ｃの利用者負担額）＝1350円 （利用者負担額の合計）

実績記録票の利用者負担額
欄に記載される額
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居宅介護（身体介護6：00～9：00）を利用した場合 （地域区分：特別区）

≪告示に記載される方法で利用者負担額を算定する場合≫

① 算定単位数の算出 （端数処理 小数点以下四捨五入）
■6時から8時まで（2時間）
667単位（告示単位） × 1.25（加減算率）＝ 833.75 → 834単位（算定単位数）
■ 8時から9時まで（1時間）
166単位（=83単位×2） × 1.0（加減算率） ＝ 166単位（算定単位数）

② 算定単位額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
（834単位＋166単位） （算定単位数） × 10.72（単位数単価） ＝ 10720円（算定単位額）

③ 利用者負担額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
10720円（算定単位額） × 10/100 （定率負担分） ＝ 1072円（利用者負担額）

※参考：告示単位には、現行告示額を単に10で割ったものを設定。

1072円（利用者負担額）

参 考

居宅介護（身体介護7：30～8：30）を利用した場合 （地域区分：特別区）

① 算定単位数の算出 （端数処理 小数点以下四捨五入）
■ 7時30分から8時まで（30分）
231単位（告示単位） × 1.25（加減算率）＝ 288.75 → 289単位（算定単位数）
■ 8時から8時30分まで（30分）
171単位（402単位-231単位） × 1.0（加減算率） ＝ 171単位（算定単位数）

② 算定単位額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
（289単位＋171単位） （算定単位数） × 10.72（単位数単価） ＝ 4931.2 → 4931円（算定単位額）

③ 利用者負担額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
4931円（算定単位額） × 10/100 （定率負担分） ＝ 493.1 → 493円（利用者負担額） 493円（利用者負担額）
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居宅介護（身体介護20:00～23：00）を利用した場合 （地域区分：特別区）

① 算定単位数の算出 （端数処理 小数点以下四捨五入）
■ 20時から22時まで（2時間）
667単位（告示単位） × 1.25（加減算率）＝ 833.75 → 834単位（算定単位数）
■ 22時から23時まで（1時間）
166単位（83単位×2） × 1.5（加減算率） ＝ 249単位（算定単位数）

② 算定単位額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
（834単位＋249単位） （算定単位数） × 10.72（単位数単価） ＝ 11609.76 → 11609円（算定単位額）

③ 利用者負担額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
11609円（算定単位額） × 10/100 （定率負担分） ＝ 1160.9 → 1160円（利用者負担額） 1160円（利用者負担額）

居宅介護（身体介護21：30～23：00）を利用した場合 （地域区分：特別区）

① 算定単位数の算出 （端数処理 小数点以下四捨五入）
■ 21時30分から22時まで（30分）
231単位（告示単位） × 1.25（加減算率）＝ 288.75 → 289単位（算定単位数）
■ 22時から23時まで（1時間）
353単位（584単位-231単位） × 1.5（加減算率） ＝ 529.5 → 530単位（算定単位数）

② 算定単位額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
（289単位＋530単位） （算定単位数） × 10.72（単位数単価） ＝ 8779.68 → 8779円（算定単位額）

③ 利用者負担額の算出 （端数処理 小数点以下切り捨て）
8779円（算定単位額） × 10/100 （定率負担分） ＝ 877.9 → 877円（利用者負担額） 877円（利用者負担額）

参 考
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平成18年4月から9月までの間における介護給付費等の請求様式等について
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介護給付費、訓練等給付費、施設訓練等給付費の請求に係る様式について

請求書

○ 介護給付費・訓練等給付費 請求書

● 施設訓練等支援費・特定入所者食費等給付費 請求書

○ 介護給付費明細書

● 施設訓練等支援費・特定入所者食費等給付費明細書

○ 訓練等給付費明細書

請求明細書

実績記録票

利用者負担上限額管理関係

○ 居宅介護サービス提供実績記録票

● 施設支援（入所）提供実績記録票

● 施設支援（通所）提供実績記録票

○ 行動援護サービス提供実績記録票

○ 外出介護サービス提供実績記録票

○ デイサービス提供実績記録票

○ 短期入所サービス提供実績記録票

○ 共同生活援助提供実績記録票

○ 利用者負担上限額管理事務依頼（変更）届出書

○ 利用者負担上限額管理結果票

○ 利用者負担上限額管理結果票別表

○ 社会福祉法人等負担軽減額調整結果票別表

○ 社会福祉法人等負担軽減額調整結果票

○ グループホーム用利用者負担上限額管理結果連絡票

省令様式（下記の省令において規定）

○ 介護給付費又は訓練等給付費の請求に関する省令（案）

● 支援費の請求に関する省令（案）

通知様式（下記の通知において規定）

○ 介護給付費・訓練等給付費請求書等の記載要領について（案）

● 施設訓練等支援費・特定入所者食費等給付費請求書等の記載要領
について（案）

通知様式（下記の通知において規定）

○平成18年4月から9月までの利用者負担に係る上額管理事務について（案）
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（様式第二）

支 給 決 定 に 係 る

障 害 児 氏 名

年平成

介護給付費明細書

（居宅介護、行動援護、児童デイサービス、短期入所、外出介護、障害者デイサービス）

事業者及び
その事業所
の 名 称

支給決定障害者等

氏 名

受 給 者 証 番 号

月分

地域区分

事業所番号

摘　要サービス内容 算定単位額
算定
回数

当月算定額

費

用

の

額

計

算

欄

当月費用の額合計

利
用
者
負
担
額
等
計
算
欄

当月算定額 摘　要

①

利用者負担額等の内訳

利　用　者　負　担　額

社会福祉法人等による軽減額

当月利用者負担額等合計 ②

枚

当月介護給付費請求額①－② 円

枚中

介護給付費明細書の記載における留意点

算定単位額 （端数処理は小数点以下切り捨て）
算定単位数に単位単価を乗じて算定単位額を算出する
算定単位額 ＝ 算定単位数 × 単位単価

当月算定額
算定単位額に提供回数（算定回数、算定日数）を乗じて算出する。
当月算定額 ＝ 算定単位額 × 算定回数

報酬額（当月費用の額合計）
サービスコードごとの当月算定額を合算する。
報酬額 ＝ 当月算定額 ＋ 当月算定額 ＋ ・・・

実績記録票又は利用者負担上限額管理結果票別表に
記載された利用者負担額欄の合計額を記載する。

実績記録票、社会福祉法人等負担軽減額調整結果票別
表又は利用者負担上限額管理結果票別表に記載された
社福法人等軽減額欄の合計額を記載する。

サービスコード、名称を記載する。
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（様式第六）

　

枚中 枚

利用者負担額等の内訳

利　用　者　負　担　額

社会福祉法人等による軽減額

当月施設訓練等支援費請求額①－② 円

当月利用者負担額等合計 ②

費

用

の

額

計

算

欄

当月費用の額合計

利
用
者
負
担
額
等
計
算
欄

当月算定額 摘　要

①

当月算定額 摘　要

入 所 日 数

サービス内容 算定単位額
算定
日数

入 所年 月日 退 所年 月日

地域区分

月分

事業所番号施設受給者証番号

平成

障 害 程 度 区 分

事業者及びそ
の事業所の名
称

支 給 決 定 障 害 者

（ 保 護 者 ） 氏 名

当月特定入所者食費等給付費請求額　 円

算定日額
算定
日数

当月算定額 実費算定額請求内容

特定入所者食費等給付費

施設訓練等支援費・特定入所者食費等給付費明細書

③ ④

入院・外泊
日数

通 所 日 数

年

施設訓練等支援費明細書の記載における留意点

算定単位額 （端数処理は小数点以下切り捨て）
算定単位数に単位単価を乗じて算定単位額を算出する
算定単位額 ＝ 算定単位数 × 単位単価

当月算定額
算定単位額に提供回数（算定回数、算定日数）を乗じて算出する。
当月算定額 ＝ 算定単位額 × 算定回数

報酬額（当月費用の額合計）
サービスコードごとの当月算定額を合算する。
報酬額 ＝ 当月算定額 ＋ 当月算定額 ＋ ・・・

実績記録票又は利用者負担上限額管理結果票別表に
記載された利用者負担額欄の合計額を記載する。

実績記録票、社会福祉法人等負担軽減額調整結果票別
表又は利用者負担上限額管理結果票別表に記載された
社福法人等軽減額欄の合計額を記載する。

実績記録票に記載された実費算定額を記載する。

サービスコード、名称を記載する。
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：

： ：

： ：

身 体 介 護 合 計

家 事 援 助 合 計

日 常 生 活 支 援 合 計

受 給 者 証
番 号

サ ー ビ ス 内 容 及 び
契 約 支 給 量

曜
日

サービス内容
派遣
人数

利用者
確認印

サービス
提供者印

給付費
移行額

利用者
負担額

社福法人
等軽減額

サービス提供時間

開始
時間

：

：

：

：

：

：

：

乗降

利用者負担上限月額

　　　　　　　　　　　　　円

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

日
付 終了

時間

　平成　　年　　月分　　　　　　　居宅介護サービス提供実績記録票

（様式第１－１号）

：

：

：

：

：

：

：

：

：：

：

：

通 院 乗 降 介 助 合 計

：

：

枚目

：

：

：

：

枚中

：

：

合 計

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

計画時間数

時間

：

居宅介護計画

開始
時間

：

：

：

算定時間数
終了
時間乗降

：

：

：

時間

事業者及び
その事業所
の 名 称

事業者番号

社福法人等軽減措置実施の有無

社福法人等負担軽減適用の有無

有・無

利用者負担軽減後上限月額

　　　　　　　　　　　　　　　　　円

支給決定障害者等氏名
(児童氏名)

有・無

家事
援助

通院乗
降介助

身体
介護

日常生
活支援

実績記録票の記載における留意点

利用者負担額
サービス提供毎の利用者負担額を記載していく。
この欄の記載は、利用者負担額の累計額が、負担上限月額（軽
減措置実施事業所における軽減対象者については軽減後の負担
上限月額）に到達するまで記載する。
利用者負担額が、負担上限月額に到達後は、本欄には「0円」と
記載し、右欄の「社福法人等軽減額」又は「給付費移行額」欄に
利用者負担相当額を記載していく。

社福法人等軽減額
軽減対象者については、利用者負担額が軽減後の負担上限月
額を超過した後、本来（軽減前）の負担上限月額に到達するまでの
利用者負担相当額を本欄に記載していく。

軽減措置実施事業所において、軽減対象者がサービス利用をし
た際に、当該事業所単位の負担上限月額を記載する。
例： 負担上限月額15,000円の者 → 7,500円
負担上限月額24,600円の者 → 12,300円

給付費移行額
利用者負担額が本来の負担上限月額に到達した後は、利用者
負担相当額を本欄に記載していく。
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利用者負担上限額管理結果票の記載における留意点

平成　　　年　　月　　　日

通所施設

高額障害福祉サービス費移行額

上限額管理事業所

小　　計

日

付

曜

日
事業所番号又は

事業所名

実績記録票等記載額

利用者負担額 社福法人等軽減額 給付費移行額 利用者負担額

支 給 決 定 に 係 る
障 害 児 氏 名

有　　　無

利 用 者 負 担 上 限 月 額

社 福 法 人 等 軽 減 対 象 者

サ ー ビ ス 提 供 事 業 所 数

支 給 決 定 障 害 者 等
氏 名

事 業 者 及 び
そ の 事 業 所 の
名 称

事業所所在地及び
連 絡 先

社福法人等軽減額 給付費移行額

上限額管理結果額

枚枚中

合　　計

上限額管理加算

（様式２－１）

利用者負担上限額管理結果票　(平成　　年　　　月分)

上限額管理事業所番号受 給 者 証 番 号

上記内容について確認しました。
　　　　　　　　　　　支給決定障害者等氏名

各事業所から提出された実績記録票等に記載された事項をサービス提供順
（通所施設サービスを除く。）に転記する。
身障法又は知障法に基づく通所施設サービスは下段に別に整理する。

利用者負担上限額の整理結果を記載する。
その際の留意点
実績記録票等の「利用者負担額」欄に記載された額を
① 「上限額管理結果額」欄の「利用者負担額」欄に累計額が負担上限
月額に到達するまで記載する。

② 負担上限月額に到達した後は、「上限額管理結果額」欄の「給付費移
行額」欄に記載していく。このとき実績記録票等の「給付費移行額」欄に
記載があるときは、合算した額を記載する。
※ この様式では、社福法人等軽減額は変更されない。（転記のみ）

上限額管理者は、作成後、対象者より確認をうける。高額障害福
祉サービス費移行額がある場合は、当該確認時に受領委任払いに
ついて併せて同意を得ることが適当である。

本様式を作成する際に、上限額管理加算を計上する。
本欄には、上記加算に係る利用者負担額を記載すること。
なお、記載されても、「上限額管理結果額」欄では、上記処理により、必ず
「給付費移行額」欄に記載される。（利用者には実質負担なし）

通所施設サービスがある場合は、当票による上限額管理後の指定障害福
祉サービスに係る利用者負担額の小計額と通所施設サービスに係る負担上
限月額適用後の利用者負担額を合算した額が当該利用者の負担上限月
額（高額障害福祉サービス費算定基準額）を超える額は、高額障害福祉
サービス費として市町村に請求することとなる。
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結果通知先事業所

様

（様式２-2）

利用者負担上限額管理結果票別表　(平成　　年　　　月分)

平成　　　年　　月　　　日

上限額管理事業所番号

支 給 決 定 に 係 る
障 害 児 氏 名

受 給 者 証 番 号

支給決定障害者等
氏 名

事 業 者 及 び
そ の 事 業 所 の
名 称

事業所所在地及び
連 絡 先

実績記録票等記載額 上限額管理結果額

利用者負担額 社福法人等軽減額 給付費移行額 利用者負担額 社福法人等軽減額 給付費移行額

枚中 枚

日付

合　　計

曜日

利用者負担上限額管理結果票別表の記載における留意点

上限額管理者は、利用者負担上限額管理結果票を
作成し、利用者より確認を受けた後に、本様式を各事業
所ごとに作成する。（通所施設については作成不要）

利用者負担上限額管理結果票に記載された当該事業所
の事項を転記する。

請求明細書の利用者負担額等計算欄の
利用者負担額の「当月算定額」欄にこの額を記載する。

軽減措置実施事業所については、請求明細書の利用者負担額
等計算欄の社会福祉法人等による軽減額の「当月算定額」欄に
この額を記載する。
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平成　　　年　　　月　　　日

開始
時間

日
付
曜
日

（様式３-１）

社会福祉法人等負担軽減額調整結果票　(平成　　年　　月分)

同一管理事業所名称同一管理事業所番号

軽減額調整結果額

支 給 決 定 に 係 る
障 害 児 氏 名

受 給 者 証 番 号

支 給 決 定 障 害 者 等
氏 名

利 用 者 負 担 上 限 月額

終了
時間

枚中

社福法人等軽減額

枚

事 業 所 番 号

事 業 者 及 び
そ の 事 業 所 の
名 称

利用者負担額 給付費移行額

事業所番号

又 は

事 業 所 名

実績記録票記載額

利用者負担額 社福法人等軽減額 給付費移行額

同一管理事業所負担上限額

高額障害福祉サービス費移行額

小　　計

通所施設

合　　計

高額障害福祉サービス費合計

上記内容について確認しました。
　　　　　　　　　　　支給決定障害者等氏名

社会福祉法人等負担軽減額調整結果票の記載における留意点

実績記録票に記載された事項をサービス提供順（通所施設サービスを
除く。）に転記する。
身障法又は知障法に基づく通所施設サービスは下段に別に整理する。

本様式は、軽減措置実施事業所の同一管理事業所内で
軽減額調整を実施する際に作成するものである。
この際、同一管理事業所内の各実績記録票の利用者負担
額の合計が、当該支給決定障害者等の所得区分に応じて
設定される同一管理事業所の軽減後の負担上限月額を超
過していないときは、作成は不要である。

軽減額調整を行う同一管理事業所名を記載する。

軽減後の利用者負担額の調整結果を記載する。
■自立支援法の指定障害福祉サービスに係る整理上の留意点
実績記録票記載額欄の「利用者負担額」欄に記載された額を
① 軽減額調整結果額欄の「利用者負担額」欄に、累計額が同一管理事業所にお
ける軽減後の負担上限月額に到達するまで記載する。
② 軽減後の負担上限月額を超過し、本来（軽減前）の負担上限月額に到達するま
では、軽減額調整結果額欄の「社福法人等軽減額」欄に、利用者負担相当額を記
載していく。このとき実績記録票の「社福法人等軽減額」欄に記載があるときは、合算
した額を記載する。
※ この様式で、社福法人等の負担軽減額を確定させる。

③利用者負担額が本来の負担上限月額に到達した後は、軽減額調整結果額欄の
「給付費移行額」欄に利用者負担相当額を記載していく。このとき、実績記録票の
「給付費移行額」欄に記載があるときは、合算した額を記載する。

■通所施設サービスがある場合
自立支援法の指定障害福祉サービスと当該サービスに係る軽減後の利用者負担額
及び社福法人等軽減額が、各々同一管理事業所が徴収又は軽減すべき上限額を
超える場合は、高額障害福祉サービス費移行額として整理する。（詳細は事例による
説明を参照）

作成者は、作成後、対象者より確認を受ける。高額障害福祉サービス費移
行額がある場合は、当該確認時に受領委任払いについて併せて同意を得るこ
とが適当である。
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平成18年4月から9月までの間における

利用者負担の上限額管理の具体的方法について
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１ 利用者負担上限額管理対象者

① 在宅のサービス利用者で市町村が認定した者のうち複数のサービス事業所からサービスを利用する者

② グループホーム（知的障害者通勤寮を含む。）に入居している者で、他のサービスを利用する者

２ 利用者負担上限額管理者

利用者負担の上限額管理が必要となる者

① 上記１の①の者のうち下記に該当しない者については、ホームヘルプ系事業所、デイサービス系事業所、
のうち利用者が上限額管理を依頼した事業所の管理者

詳細は、「平成１８年４月から９月までの利用者負担に係る上限額管理事務について」通知案を参照。

② 上記②の者については、当該グループホームの管理者

障害福祉サービス等の利用者負担に係る上限額管理事務について

利用者負担の上限額管理を行う者

※ 上記１の①の者であって、社会福祉法人等による定率負担に係る利用者負担軽減措置対象者で、
現に軽減措置実施事業所からサービスを利用している場合は、当該事業所の管理者（同一管理事
業所がある場合は当該事業所を優先）。
※ 通所施設を利用している者は、当該施設の管理者。

※ 当該上限額管理対象者については、事業者は、原則として、上限額管理者が各事業所別の利用者負担額を整理

して通知した後に、利用者から一月分の利用者負担額を一括して請求することを前提としている。
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上限額管理事務(利用者負担上限額管理結果票の作成)の流れ

１ サービス事業所は、毎月３日までに実績記録票を作成して、上限額管理者に提供する。

２ 上限額管理者は、提出された各サービス事業所の実績記録票の利用者負担額合計額を合算して、負担上限月額を超過
しているか否かの確認を行う。

３ 超過が確認されたときは、上限額管理事務を行う。上限額管理者は、利用者負担上限額管理結果票(様式２－１)を作成
し、内容の確認を上限額管理対象者に求める。

４ 上限額管理者は、上限額管理対象者に対して確認を求めた後、毎月６日までに各事業所単位に利用者負担上限額管理
結果票別表(様式２－２)を作成し、送付する。

５ 上限額管理者は、介護給付費等の請求の際には、上限額管理対象者の明細書に、①実績記録票、②利用者負担上限
額管理結果票及び③同票別表(自事業所分。通所施設を除く。)を添付する。

６ 利用者負担上限額管理結果票等を受け取った事業所は、介護給付費等の請求の際には、上限額管理対象者の明細書に、
①実績記録票及び②利用者負担上限額管理結果票別表を添付する。

上限額管理者 他のサービス事業所(利用者負担上限額管理結果票等を受け取った事業所)

介護給付費等の請求の際に明細書に添付するもの

１ 実績記録票 (上限額管理の有無に関わらず必須)

２ 利用者負担上限額管理結果票

３ 利用者負担上限額管理結果票別表

(自事業所分。通所施設を除く。)

１ 実績記録票 (上限額管理の有無に関わらず必須)

２ 利用者負担上限額管理結果票別表
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負担軽減額の調整事務(社会福祉法人等負担軽減額調整結果票の作成)の流れ

１ サービス事業所は、毎月３日までに実績記録票を作成して、上限額管理者に提供する。

２ 同一管理事業所内での軽減額調整を行う者（調整を行う者については、通常上限額管理者と一致）は、同一管理事業所か
ら提出された各実績記録票の利用者負担額を合算して、軽減後の負担上限月額を超過しているか否かの確認を行う。

３ 超過が確認されたときは、負担軽減額の調整を行う。上限額管理者は、社会福祉法人等負担軽減額調整結果票(様式３
－１)を作成し、内容の確認を上限額管理対象者に求める。

上限額管理者

介護給付費等の請求の際に明細書に添付するもの

４ 同一管理事業所内での軽減額調整事務を終えた上限額管理者は、他のサービス事業所から提出された各実績記録票の利
用者負担額を合算して、負担上限月額を超過しているか否かの確認を行う。

７ 上限額管理者は、介護給付費等の請求の際には、上限額管理対象者の明細書に、①実績記録票、②利用者負担上限
額管理結果票、③同票別表(自事業所分。通所施設を除く。)及び④社会福祉法人等負担軽減額調整結果票を添付する。

５ 超過が確認されたときは、上限額管理者は、利用者負担上限額管理結果票(様式２－１)を作成し、内容の確認を上限額
管理対象者に求める。

６ 上限額管理者は、上限額管理対象者に対して確認を求めた後、毎月６日までに各事業所単位に利用者負担上限額管理
結果票別表(様式２－２)を作成し、送付する。

８ 同一管理事業所内の他の事業所及び利用者負担上限額管理結果票等を受け取った事業所は、介護給付費等の請求の
際には、上限額対象者の明細書に、①実績記録票及び②利用者負担上限額管理結果票別表を添付する。

他のサービス事業所 （利用者負担上限額管理結果票等を受け取った事業所）

（同一管理事業所の他の事業所を含む）
１ 実績記録票 (上限額管理に有無関わらず必須)

２ 利用者負担上限額管理結果票

３ 利用者負担上限額管理結果票別表

(自事業所分。通所施設を除く。)

４ 社会福祉法人等負担軽減額調整結果票

１ 実績記録票 (上限額管理の有無に関わらず必須)

２ 利用者負担上限額管理結果票別表

社会福祉法人等軽減制度の同一管理事業所において軽減額の調整を行った後に上限額管理事務を行う場合
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負担軽減額の調整事務(社会福祉法人等負担軽減額調整結果票の作成)の流れ

１ サービス事業所は、毎月３日までに実績記録票を作成して、上限額管理者に提供する。

２ 同一管理事業所内での軽減額調整者は、同一管理事業所から提出された各実績記録票の利用者負担額を合算して、同
一管理事業所内での軽減後の負担上限月額を超過しているか否かの確認を行う。

３ 超過が確認されたときは、軽減額調整者は、社会福祉法人等負担軽減額調整結果票(様式３－１)を作成し、内容の確認
を上限額管理対象者に求める。

同一管理事業所の上限額管理者 同一管理事業所の他の事業所

介護給付費等の請求の際に明細書に添付するもの

１ 実績記録票 (上限額管理に関わらず必須)

２ 社会福祉法人等負担軽減額調整結果票

３ 社会福祉法人等負担軽減額調整結果票別表

(自事業所分。通所施設を除く。)

他事業所より提供された実績記録票の利用者負担額を合算して負担上限月額を超過していない場合

（他の事業所の利用がないため、上限額管理を行う必要がない場合においても同様）

４ 軽減額調整事務を終えた同一管理事業所内での上限額管理者は、他事業所より提出された各実績記録票の利用者負担
額合計額を合算して、負担上限月額を超過しているか否かの確認を行う。

５ ４で負担上限月額を超過していない場合、上限額管理者は、他事業所にその旨を連絡するとともに、同一管理事業所内
の各事業所単位で社会福祉法人等負担軽減額調整結果票別表（様式３－２）を作成し、送付する。

１ 実績記録票 (上限額管理に関わらず必須)

２ 社会福祉法人等負担軽減額調整結果票別表

６ 同一管理事業所内の上限額管理者は、介護給付費等の請求の際には、上限額管理対象者の明細書に、①実績記録票、
②社会福祉法人等負担軽減額調整結果票及び③同票別表(自事業所分。通所施設を除く。)を添付し、同一管理事業所
内の他の事業所は、明細書に①実績記録票及び②社会福祉法人等負担軽減額調整結果票別表を添付する。
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上限額管理事務に係る使用様式について

○ 軽減措置の同一管理事業所でない上限額管理者が上限額管理事務を行う場合

他事業所より提出された
実績記録票

実績記録票

上限額管理事務

実績記録票より、

（様式２－１）を作成する。

他事業所に結果を送付

（様式２－２）を作成する。

○ 軽減措置の同一管理事業所である上限額管理者が上限額管理事務を行う場合

（様式２－２）を送付する。

同一管理事業所内の
実績記録票 負担軽減額の調整

実績記録票より、

（様式３－１）を作成する。

実績記録票及び（様式３－１）より、

（様式２－１）

上限額管理事務 他事業所に結果を提供

（様式２－２）を提供する。

他事業所より提出された
実績記録票

負担上限月額の超過を確認する。

軽減後の負担上限月額
の超過を確認する。

負担上限月額の
超過を確認する。

（様式２－２）を作成する。

実績記録票

実績記録票実績記録票

実績記録票

実績記録票

実績記録票

様式２－１

様式３－１ 様式２－１

様式２－２ 様式２－２

様式２－２ 様式２－２

様式２－２ 様式２－２

様式２－２
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※資料上、サービス提供実績記録票は項目の一部を省略したものを表示。

○所得区分：低所得１ 利用者負担上限月額：15,000円（社会福祉法人等軽減対象者）
○サービス提供事業所数：２事業所（社会福祉法人軽減措置実施事業所１事業所）
○契約状況
Ａ事業所 居宅介護
Ｂ事業所 居宅介護【社福軽減実施事業所】

（上限額管理事業所）

\1,500

\85,000 \8,500

20

　　　　【上限額１５,０００円】

11 \11,000 \1,100
13 \11,000 \1,100

5PM

\15,000
\11,000

23 \15,000

\11,000
\11,000

\1,500

\1,100

1

利用者負担額

\1,100

給付費移行額

\1,100

社福法人等軽減額
サービス
提供日

報酬額
(参考）

18

Ａ事業所　【居宅介護】サービス提供実績記録票（抄）

合計

Ｂ事業所　【居宅介護】サービス提供実績記録票（抄）

\0
\7,500

社福法人等軽減額

合計 \4,000

30 \30,000 \0 \3,000
\190,000 \7,500

16 \25,000

サービス
提供日

報酬額
(参考）

9

12

給付費移行額

\1,950

利用者負担額

\25,500
\30,000

\0

\3,000
\2,550

\2,050
\2,500
\1,95025 \19,500 \0

　　　　【軽減後の上限額７，５００円】

\40,000

5AM

29 \20,000 \0 \1,000\1,000

給付費移行額
本来の負担上限月額に到達した後の利用者負担相当額を記載する。

① サービス事業所は、サービス提供月の翌月3日までに実績記録票を
上限額管理者へ提供する。

③上限額管理者（Ｂ事業所）は、
上限額管理を行うため、利用者負担上限額管理結果票を作成して、
サービス提供月の翌月6日までにＡ事業所に管理結果票等を提供する。

社福法人等軽減額
軽減後の負担上限月額に到達した後の利用者負担額を本来の
負担上限月額に到達するまで記載する。

②上限額管理者（Ｂ事業所）は、
各事業所から提出された実績記録票の利用者負担額欄の合計が負
担上限月額を超過しているか否かを確認して、超過しているときは、上限
額管理事務を行う。
この例の場合、Ａ事業所とＢ事業所の利用者負担額の合計は16,000
円で、負担上限月額（15,000円）を超過しているため、上限額管理を行
う必要がある。

（事例１） 社会福祉法人等軽減措置に係る同一管理事業所がない場合の例

利用者負担額
利用者負担額が（軽減後の）負担上限月額に到達するま
で記載する。
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平成  年  月分      居宅介護サービス提供実績記録票 （抄） 
事業所番号 受 給 者 証

番   号
      

支給決定障害者(保護者)氏名

( 児 童 氏 名 ) 
○○○○ 

     

契約支給

量 

身体 

介護 
○○○ 

家事 

援助 
 

日常生活

支援 
 

通院乗

降介助
 

利用者負担上限月額 社福法人負担軽減適用の有無 利用者負担軽減後上限月額

事 業 者 

及びその

事 業 所 
Ｂ事業所 

１５，０００円 ○有 ・ 無 ７，５００円 社福法人軽減措置実施の有無 ○有・無 
 

居宅介護計画 

サービス提

供 

時間 

計画 

時間数 

算定 

時間数日

付 

曜

日

サ

ー

ビ

ス

内

容

開

始

時

間

終

了

時

間
時

間 

乗

降 

開

始 

時

間 

終

了 

時

間 
時

間

乗

降

派

遣

人

数

 

 

 

報酬額例 
利用者負担額

社福法人 

等軽減額 
給付費移行額 

提

供

者

印

サ

ー

ビ

ス

利

用

者

確

認

印 

５   ： ：   ： ：    ３０，０００円 ３，０００円  

９   ： ：   ： ：    ２５，５００円 ２，５５０円  

12   ： ：   ： ：    ４０，０００円 １，９５０円 ２，０５０円  

16   ： ：   ： ：    ２５，０００円 ０円 ２，５００円  

25   ： ：   ： ：    １９，５００円 ０円 １，９５０円  

29   ： ：   ： ：    ２０，０００円 ０円 １，０００円 １，０００円  

30            ３０，０００円 ０円 ０円 ３，０００円  

合 計 
         

１９０，０００円 ７，５００円 ７，５００円 ４，０００円 

 

 

（様式第１－１号） 

 

 

 

 

（記載省略） 

－参考－ 

報酬額が以

下の場合 

○利用者の所得区分…低所得１（負担上限月額１５，０００円）○社会福祉法人等軽減措置実施あり

○受給者証に記載された負担上限月額等を記
入。

○社会福祉法人軽減制度対象者は、有に○
印を記入。

○社会福祉法人等軽減措置を実施している事
業所は当該欄の有に○印を記入。併せて、支給
決定障害者等が軽減制度対象者の場合は、
「利用者負担軽減後上限月額」欄に軽減後の
負担上限月額を記入する。

○事例の軽減後の負担上限月額は7,500円で
あるため、サービス提供順に、7,500円に達するま
で、利用者負担額を利用者負担額欄に計上す
る。
①９日のサービス提供が終了した時点の利用者負
担額の累計額は5,550円。
②12日のサービス提供分に係る利用者負担につい
ては、7,500円－5,550円＝1,950円が利用者負担
額欄に計上される。
③4,000円（40,000円×10／100）－1,950円（利用
者負担額欄計上金額）＝2,050円については、社
福法人等軽減額欄に計上する。

○軽減後の負担上限月額を超え、本来（軽減
前）の負担上限月額（15,000円）に到達するまで
の間は、利用者負担額を「社福法人等軽減額」
欄に記入する。

○本来の負担上限月額15,000円に到達した後
の利用者負担相当額については、利用者負担
額欄は0円とし、給付費移行額欄に計上する。

① サービス事業所は、サービス提供月の翌月3日までに実績記録票を作成し、上限額管理者へ提供する。

※資料上、サービス提供実績記録票は項目の一部を省略したものを表示。



32

平成　　　年　　月　　　日

1
5 ①
5 ②
9
11
12
13
16
18
20
23
25
29
30

通所施設

高額障害福祉サービス費移行額

4,000

上限額管理事業所

0 0 3,000

合　　計 16,150 7,500

上限額管理加算 150

Ａ
Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ａ
Ｂ
Ａ

日

付

曜

日
事業所番号又は

事業所名

Ａ
B
A

1,500

1,100

1,100

1,100

1,100
Ｂ
Ａ

0 1,950

1,500

0 2,500

1,950 2,050

2,550

3,000
1,100

実績記録票等記載額

利用者負担額 社福法人等軽減額 給付費移行額

有
利 用 者 負 担 上 限 月 額

社 福 法 人 等 軽 減 対 象 者

サ ー ビ ス 提 供 事 業 所 数 2

支 給 決 定 に 係 る
障 害 児 氏 名

15,000円

支 給 決 定 障 害 者 等
氏 名

社福法人等軽減額 給付費移行額

上限額管理結果額

利用者負担額

事 業 者 及 び
そ の 事 業 所 の
名 称

Ｂ事業所

事業所所在地及び
連 絡 先

15,000

1,100
2,550
1,100
1,950
1,100

0

0

0

（様式２－１）

利用者負担上限額管理結果票　(平成　　年　　　月分)

上限額管理事業所番号受 給 者 証 番 号

1,100
1,500
500

1,100
3,000

2,050

2,500

1,000
1,950

1,000

小　　計

7,500 5,150
150

0 3,000
1,000 1,0000

7,500

0 1,000

5,00016,000 7,500 4,000 15,000

Ａ事業所【居宅介護】 実績記録票（抄）

11 \1,100

13 \1,100

\1,500

合計

23

\8,500

　　【上限額１５，０００円】

5PM

1

社福法人等軽減額利用者負担額

\1,100

18 \1,100

\1,500

20

\1,100

サービス
提供日

給付費移行額

Ｂ事業所【居宅介護】実績記録票（抄）

　　【軽減後の上限額７，５００円】

\7,500

\2,500

\1,950

\1,000

\0

社福法人等軽減額

合計 \7,500

16

\0

30

25

29

利用者負担額

5AM

9

12

サービス
提供日

\1,950

給付費移行額

\4,000

\0

\0

\0 \3,000

\1,000

\2,050

\3,000

\2,550

②上限額管理者は利用者負担上限額管理結果票（様式２－１）を作成し、上限額管理対象者に確認を求める。

①全事業所分をサービス提供日順に整理

②事例の負担上限月額は15,000円。
月の当初から利用者負担額が15,000円
に到達するまで、左の実績記録票等記載
額の利用者負担額欄に記載された金額を
計上する。

③20日のサービス提供が終了した時点の利
用者負担額の累計は14,500円。

④23日のサービス提供分に係る利用者負
担については、15,000円（負担上限月額）-
14,500円＝500円のみが利用者負担額とな
る。
また、左の実績記録票等記載額の利用者
負担額欄に記載された金額1,500円のうち、
利用者負担額欄に計上されない残額1,000
円（1,500円－500円）は給付費移行額欄
に計上する。

⑤25日以降の利用者負担額については、
既に負担上限月額に到達しているため、利
用者負担額欄は0円とし、給付費移行額
欄に計上する。（この例では既に移行済み）

⑥上限額管理結果額欄の利用者負担額
合計欄及び給付費移行額合計欄の合算
額は、実績記録票等記載額欄の利用者
負担額合計欄及び給付費移行額合計欄
の合算額と同額になる。

⑦上限額管理者は、利用者負担額を合
算した結果、負担上限月額を超過している
ため（様式２－１を作成したため）上限額管
理加算に係る利用者負担額を計上する。
（上限額管理により給付費移行額欄に計
上される。）
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平成　　　年　　月　　　日

1
5 ①
5 ②
9
11
12
13
16
18
20
23
25
29
30

7,500 5,00016,000 7,500 4,000 15,000

高額障害福祉サービス費移行額

4,000

上限額管理事業所

通所施設

0 0 3,000

合　　計 16,150 7,500

上限額管理加算 150

小　　計

Ａ
Ａ
Ｂ

Ｂ

Ｂ
Ａ
Ｂ
Ａ

日

付

曜

日
事業所番号又は

事業所名

Ａ
B
A

1,500

1,100

1,100

1,100

1,100
Ｂ
Ａ

0 1,950

1,500

0 2,500

1,950 2,050

2,550

3,000
1,100

実績記録票等記載額

利用者負担額 社福法人等軽減額 給付費移行額

有
利 用 者 負 担 上 限 月 額

社 福 法 人 等 軽 減 対 象 者

サ ー ビ ス 提 供 事 業 所 数 2

支 給 決 定 に 係 る
障 害 児 氏 名

15,000円

支 給 決 定 障 害 者 等
氏 名

社福法人等軽減額 給付費移行額

上限額管理結果額

利用者負担額

事 業 者 及 び
そ の 事 業 所 の
名 称

Ｂ事業所

事業所所在地及び
連 絡 先

15,000

1,100
2,550
1,100
1,950
1,100

0

0

0

（様式２－１）

利用者負担上限額管理結果票　(平成　　年　　　月分)

上限額管理事業所番号受 給 者 証 番 号

1,100
1,500
500

1,100
3,000

2,050

2,500

0 3,000

1,000
1,950

7,500 5,150
150

0 1,000 1,000Ｂ 0 1,000 1,000

結果通知先事業所

様

事 業 者 及 び
そ の 事 業 所 の
名 称

（様式２-2）

利用者負担上限額管理結果票別表　(平成　　年　　　月分)

平成　　　年　　月　　　日

上限額管理事業所番号

30
0

受 給 者 証 番 号

支給決定障害者等
氏 名

16 0

1,000
25
29

2,5509
12

3,000

B事業所

事業所所在地及び
連 絡 先

利用者負担額

上限額管理結果額

社福法人等軽減額 給付費移行額

1,950 2,050 1,950 2,050
2,550

0 2,500
0 1,950 0 1,950

1,000

4,150

3,000
1,000 1,000

7,500 7,500

0
3,000

7,500 4,000

0 00

日付

合　　計 7,650

0

実績記録票等記載額

利用者負担額 社福法人等軽減額 給付費移行額

5

150 150

3,000

2,500

支 給 決 定 に 係 る
障 害 児 氏 名

曜日

結果通知先事業所

様

23 1,500 500

1,100

支 給 決 定 に 係 る
障 害 児 氏 名

曜日日付

合　　計 8,500 1,0007,500 0
1,000

1,500

1,100
1,100 1,100

1,100 1,100
1,100

実績記録票等記載額

利用者負担額 社福法人等軽減額 給付費移行額

1,100

A事業所

事業所所在地及び
連 絡 先

利用者負担額

上限額管理結果額

社福法人等軽減額 給付費移行額

1
1,1005

11
13 1,100
18
20 1,500

受 給 者 証 番 号
事 業 者 及 び
そ の 事 業 所 の
名 称

（様式２-2）

利用者負担上限額管理結果票別表 (平成 　年 　　月分)

平成　　　年　　月　　　日

上限額管理事業所番号

支給決定障害者等
氏 名

③ 上限額管理者は6日までに利用者負担額上限額管理票別表（様式2－2）を作成して送付する。

各
事
業
所
ご
と
に
様
式
２
ー
２
を
作
成
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※資料上、サービス提供実績記録票は項目の一部を省略したものを表示。

○所得区分：低所得１ 利用者負担上限月額：15,000円（社会福祉法人等軽減対象者）
○サービス提供事業所数：３事業所（軽減措置実施事業所２事業所：同一管理事業所ではない）
○契約状況
Ａ事業所 居宅介護
Ｂ事業所 居宅介護【軽減措置実施事業所】
Ｃ事業所 通所更生【軽減措置実施事業所】

（上限額管理事業所）

28 \7,000 \0 \700

27 \7,000 \0 \700

26 \7,000 \0 \700

21 \7,000 \700

17 \7,000 \700

14 \7,000 \700
15 \7,000 \700

Ｃ事業所　【通所更生施設】サービス提供実績記録票（抄）

24

合計 \105,000 \7,500

サービス
提供日

報酬額
(参考）

8

1

利用者負担額

\700

給付費移行額

\700

社福法人等軽減額

\7,000
\7,000

\500

\700
\7,000
\7,000

\200

　　　　【軽減後の上限額７，５００円】

6 \7,000 \700
7

22 \7,000

3

\70010

\7,000 \700

\3,000

\700\7,000 \0

① 上限額管理対象者が通所サービスを利用する場合は、原則として
通所施設が上限管理者となる。

③ 通所施設（＝上限額管理者（Ｃ事業所））は、
高額障害福祉サービス費が算定された場合は、施設訓練等支援費
とは別に、受領委任払い方式により、市町村に請求するものとする。

利用者負担額・社福法人等軽減額
指定障害福祉サービスと同様、軽減後の負担上限月額に到達した後の利用
者負担額は社福法人等軽減額に記載する。（本来の負担上限月額に到達す
れば、給付費移行額とする。）

② 上限額管理者（Ｃ事業所）は、自立支援法の指定障害福祉サービスと身障法
又は知障法に基づく通所施設サービスについては、まず別々に上限額管理を行った
後、両者を合算して、負担上限月額を超過していれば更に上限額管理事務を行う。
※ 法律が異なるため、両者を合算した際に生ずる負担上限月額を超える額は、
本来高額障害福祉サービス費として償還給付を行う額となるが、１８年９月まで
の経過的な法体系によるものであることから、原則として、一体的な上限額管理
を行うことにより、高額障害福祉サービス費を現物給付化する取扱いとする（受
領委任払い方式の考え方により、利用者に代わって原則として通所施設に支払
うものとする。）。
したがって、市町村（通所施設）においては、上限額管理結果票の確認時等
に、受領委任払いについて利用者から同意を得ておくことが必要である。

（事例１－２） 事例１で、利用者が更に通所施設を利用している場合
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28 \7,000 \0 \700

27 \7,000 \0 \700

26 \7,000 \0 \700

21 \7,000 \700

17 \7,000 \700

14 \7,000 \700
15 \7,000 \700

Ｃ事業所　【通所更生施設】サービス提供実績記録票（抄）

24

合計 \105,000 \7,500

サービス
提供日

報酬額
(参考）

8

1

利用者負担額

\700

給付費移行額

\700

社福法人等軽減額

\7,000
\7,000

\500

\700
\7,000
\7,000

\200

　　　　【軽減後の上限額７，５００円】

6 \7,000 \700
7

22 \7,000

3

\70010

\7,000 \700

\3,000

\700\7,000 \0

平成　　　年　　月　　　日

1
5 ①
5 ②
9
11
12
13
16
18
20
23
25
29
30

10,500 5,150合 　計 23,650 10,500

上限額管理加算 150上限額管理事業所

小　　計
通所施設 3,000 0Ｃ 7,500 3,000 0

Ａ
Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ａ
Ｂ
Ａ

日

付

曜

日
事業所番号又は

事業所名

Ａ
B
A

1,500

1,100

1,100

1,100

1,100
Ｂ
Ａ

0 1,950

1,500

0 2,500

1,950 2,050

2,550

3,000
1,100

2

実績記録票等記載額

利用者負担額 社福法人等軽減額 給付費移行額 利用者負担額

支 給 決 定 に 係 る
障 害 児 氏 名

15,000円

支 給 決 定 障 害 者 等
氏 名

有
利 用 者 負 担 上 限 月 額

社 福 法 人 等 軽 減 対 象 者

サ ー ビ ス 提 供 事 業 所 数

0

0

0

事 業 者 及 び
そ の 事 業 所 の
名 称

Ｃ事業所

事業所所在地及び
連 絡 先

社福法人等軽減額 給付費移行額

上限額管理結果額

（様式２－１）

利用者負担上限額管理結果票 (平成　　年　　　月分)

上限額管理事業所番号受 給 者 証 番 号

1,100
1,500
500

1,100
3,000
1,100
2,550
1,100
1,950
1,100

2,050

2,500

1,000
1,950

0 3,000
1,000 1,000

150
22,5004,000

0

7,500

3,000
0 1,000 1,000
0 0

7,500

7,500 高額障害福祉サービス費移行額

5,00016,000 7,500 4,000 15,000

上限額管理者は利用者負担上限額管理結果票（様式２－１）を作成し、高額障害福祉サービス費移行額を算定。

① まず、自立支援法の指定障害福祉サービス
事業所（Ａ事業所及びＢ事業所）分をサービス
提供日順に整理し、上限額を整理する。

② 小計欄に自立支援法の指定障害福祉サー
ビス事業所分の合計額を記載する。
→ 上限額管理結果額欄の「利用者負担額」
欄の小計額が、介護給付費請求明細書の
利用者負担額等計算欄の「利用者負担額」
の「当月算定額」欄に、また、同じく「社福法
人等軽減額」欄の小計額が、介護給付費明
細書の利用者負担額等計算欄の「社会福
祉法人等による軽減額」の「当月算定額」欄
に転記する額となる。

③ 通所施設の実績記録票等記載額欄に、Ｃ
事業所のサービス提供実績記録票から「利用
者負担額」、「社福法人等軽減額」及び「給
付費移行額」の各々の合計額を記載する。

④ 通所施設の上限額管理結果額欄は、左欄
の実績記録票等記載額の各欄の額をそのまま
記載する。
→ 施設訓練等支援費明細書に記載する額
（⑤の上限額管理加算に係る利用者負担
額を含む。記載方法は②を参照）

⑤ Ｃ事業所の上限額管理加算は、指定障害
福祉サービスに係る上限額管理事務と、通所
施設との間の上限額管理事務のいずれか一方
が行われた場合に算定。

⑥ 上限額管理結果額欄の最下段の「高額障
害福祉サービス費移行額」欄は、上限額管理
結果額の「利用者負担額」の合計欄の額から、
当該利用者の負担上限月額（＝高額障害福
祉サービス費の算定基準額）を控除した額を記
載する。
→ 通所施設は、当該高額障害福祉サービス
費移行額を市町村に受領委任払いで請求。

※ 利用者からは、通所施設の利用者負担額
から高額障害福祉サービス費移行額を控除
した額を徴収する。（この事例では０円）

通所施設については、合計額
のみの転記で可。

（注）基準該当サービス事業所分
を一体的に上限額管理する場合
も、通所施設を利用する場合と
同様、高額障害福祉サービス費
移行額を算定する必要があること。

（実施する場合の事務処理は、
指定障害福祉サービスと通所施
設サービスとの合算に準じること。）
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給付費移行額

\200

社福法人等軽減額

30 \2,000 \200
合計 \60,000 \6,000

サービス
提供日

報酬額
(参考）

1

利用者負担額

\2,000

　　　【個別減免により上限額８,０００円】
Ｄ事業所　【グループホーム】サービス提供実績記録票（抄） 上限額管理者

～ ～ ～ ～ ～

\700

\7,000 \300

3

\70010

\7,000

　　　　【個別減免後の上限額８,０００円】

6 \7,000 \700
7

22 \7,000

\7,000

\400

\7,000

\700

\700
\7,000
\7,000

1

利用者負担額

\700

給付費移行額

\700

社福法人等軽減額

Ｃ事業所　【通所更生施設】サービス提供実績記録票（抄）

24

合計 \2,500\105,000 \8,000

サービス
提供日

報酬額
(参考）

8

15 \7,000 \700

14 \7,000 \700

21 \7,000 \700

17 \7,000 \700

\700
27 \7,000 \0 \700

26 \7,000 \0

\70028 \7,000 \0

平成　　　年　　月　　　日

1
5 ①
5 ②
9
11
12
13
16
18
20
23
25
29
30

28,000合 　計 30,000 16,00014,000

上限額管理加算 上限額管理事業所

小　　計
通所施設 2,500Ｃ 8,000 2,500

Ａ
Ａ
Ｂ

Ｂ
Ｂ

Ｂ
Ａ
Ｂ
Ａ

日

付

曜

日
事業所番号又は

事業所名

Ａ
B
A

1,000

1,100

1,100

1,100

1,100
Ｂ
Ａ

500
0 1,950

1,500

0 2,500

2,450 1,550

2,550

3,000
1,100

2

実績記録票等記載額

利用者負担額 社福法人等軽減額 給付費移行額 利用者負担額

支 給 決 定 に 係 る
障 害 児 氏 名

8,000円

支 給 決 定 障 害 者 等
氏 名

無
利 用 者 負 担 上 限 月 額

社 福 法 人 等 軽 減 対 象 者

サ ー ビ ス 提 供 事 業 所 数

0

0

0

事 業 者 及 び
そ の 事 業 所 の
名 称

Ｄ事業所

事業所所在地及び
連 絡 先

社福法人等軽減額 給付費移行額

上限額管理結果額

（様式２－１）

利用者負担上限額管理結果票　(平成　　年　　　月分)

上限額管理事業所番号受 給 者 証 番 号

0
0
0

1,100
900
0
0
0
0
0

2,100
1,100
2,550
1,100
4,000
1,100
2,500
1,100
1,500
1,500
1,950

3,000
2,0000

8,000

3,000
0 2,000
0

8,000 高額障害福祉サービス費移行額

25,50022,000 11,500 8,000

6,000Ｄ 6,000

① まず、自立支援法の指定障害福祉サービス
事業所分について、グループホーム（Ｄ事業所）
を最初に記載した後、その他の事業所（Ａ事業
所及びＢ事業所）分をサービス提供日順に整
理し、上限額を整理する。

② 小計欄に自立支援法の指定障害福祉サー
ビス事業所分の合計額を記載する。
→ 上限額管理結果額欄の「利用者負担額」
欄の小計額が、介護給付費請求明細書の
利用者負担額等計算欄の「利用者負担額」
の「当月算定額」欄に転記する額となる。

③ 通所施設の実績記録票等記載額欄に、Ｃ
事業所のサービス提供実績記録票から「利用
者負担額」及び「給付費移行額」の各々の合
計額を記載する。

④ 通所施設の上限額管理結果額欄は、左欄
の実績記録票等記載額の各欄の額をそのまま
記載する。
→ 施設訓練等支援費明細書に記載する額
（⑤の上限額管理加算に係る利用者負担
額を含む。記載方法は②を参照）

⑤ グループホームについては上限額管理加算
は算定されない。

⑥ 上限額管理結果額欄の最下段の「高額障
害福祉サービス費移行額」欄は、上限額管理
結果額の「利用者負担額」の合計欄の額か
ら、当該利用者の負担上限月額（＝高額障
害福祉サービス費の算定基準額）を控除した
額を記載する。
→ 通所施設は、当該高額障害福祉サービス
費移行額を市町村に受領委任払いで請求。

※ 利用者からは、通所施設の利用者負担額
から高額障害福祉サービス費移行額を控除
した額を徴収する。（この事例では０円）

通所施設については、合計額
のみの転記で可。

（事例１－３） 事例１－２で利用者がグループホームに入居している場合

グループホームは最初の欄に合計
額のみを転記。
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○所得区分：低所得２ 利用者負担上限月額：２４，６００円
○サービス提供事業所数：５事業所（社会福祉法人軽減措置実施事業所４事業所）
○契約状況
Ａ事業所 障害者デイサービス【社福】
Ｂ事業所 居宅介護【社福】（上限額管理事業所）
Ｃ事業所 居宅介護
Ｄ事業所 居宅介護【社福】
Ｅ事業所 外出介護【社福】

同一管理事業所

同一管理事業所

21

19

サービス
提供日

報酬額
(参考）

利用者負担額

　【上限額２４６００円】

\0\50,000 \5,000

\12,000 \1,200
\15,000 \1,500

13AM \8,500 \850

6 \5,000 \500

4 \9,500 \950

給付費移行額

Ｃ事業所　【居宅介護】（社会福祉法人軽減措置実施なし）　

合計

社福法人等軽減額

\0

\0

社福法人等軽減額

社福法人等軽減額

合計

　　【軽減後の上限額１２３００円】　

合計

25PM

18

\0

\8,000 \800

\60,000 \6,000

\10,000 \1,000

7

3

サービス
提供日

報酬額
(参考）

利用者負担額 給付費移行額

\7,000

15 \15,000

\700

\1,500
\20,000 \2,000

\90,000 \9,000 \0

　　【軽減後の上限額１２３００円】
Ｅ事業所　【外出介護】　

\0

24 \20,000 \2,000

17 \10,000 \1,000

13PM \10,000 \1,000

10 \20,000 \2,000

給付費移行額

2 \30,000 \3,000

サービス
提供日

報酬額
(参考）

利用者負担額

D事業所　【居宅介護】　 社会福祉法人
軽減措置実施

社会福祉法人
軽減措置実施

同
一
管
理
事
業
所

\2,000

\3,700

\1,700

社福法人等軽減額

合計

合計

サービス
提供日

\160,000

29 \20,000 \0

12 \4,000
16 \25,000

\25,500 \2,550

サービス
提供日

報酬額
(参考）

利用者負担額 給付費移行額社福法人等軽減額

5AM

1 \6,000 \600

11 \6,000 \600

\2,500
\19,500 \250

\600

\40,000

報酬額
(参考）

利用者負担額 給付費移行額

\6,000

Ａ事業所　【デイサービス】
　　【軽減後の上限額７５００円】

23 \6,000 \600

20

Ｂ事業所　【居宅介護】

\600

\30,000 \3,000

\3,000

\6,000

\30,000

25AM

\12,300

　　【軽減後の上限額１２３００円】

5PM

9

同
一
管
理
事
業
所

社会福祉法人
軽減措置実施

上限額管理者 社会福祉法人
軽減措置実施

① サービス事業所は、実績記録票を作成する。（５事業所の実績記録票は下記のとおりとする。）

事例２ 社会福祉法人等軽減額措置に係る同一管理事業所がある場合の例

※あくまで、事務処理の仕組みを説明する都合上設定した利用例である。
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　　【軽減後の上限額１２３００円】

5PM

9

Ｂ事業所　【居宅介護】

\600

\30,000 \3,000

\3,000

\6,000

\30,000

25AM

\12,300

\6,000

Ａ事業所　【デイサービス】
　　【軽減後の上限額７５００円】

23 \6,000 \600

20

\2,500
\19,500 \250

\600

\40,000

報酬額
(参考）

利用者負担額 給付費等移行額

11 \6,000 \600

5AM

1 \6,000 \600

サービス
提供日

報酬額
(参考）

利用者負担額 給付費等移行額社福法人等軽減額

\25,500 \2,550
12 \4,000
16 \25,000

合計

合計

サービス
提供日

\160,000

29 \20,000 \0

社福法人等軽減額

\1,700
\2,000

\3,700

社会福祉法人
軽減制度実施

社会福祉法人
軽減制度実施

上限額管理者

平成　　　年　　　月　　　日

1

5 ①

5 ②

9

11

12

16

20

23

25

29 2,000

6,700

1,550

600

600

1,9501,700
2,000

3,700

社福法人等軽減額

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

Ｂ
合　　計

日
付
曜
日

事業所番号
又は
事業所名

開

始

時

間

Ａ

Ａ

終

了

時

間

0

600

600

Ｂ

4,000 0

2,500 0

Ｂ

Ｂ

（様式３-１）

同一管理事業所名称

Ａ事業所

社会福祉法人等負担軽減額調整結果票　(平成　　年　　月分)

支 給 決 定 に 係 る
障 害 児 氏 名

受 給 者 証 番 号

支 給 決 定 障 害 者 等
氏 名

利用者負担上限月額

実績記録票記載額

利用者負担額 給付費移行額

0600

軽減額調整結果額

利用者負担額 給付費移行額社福法人等軽減額

0

600 0

0

0

0

0

600 0 0

3,000

2,5502,550 0

3,000

Ａ

4,000 0

600Ａ

Ｂ

0

0

0

0

600 0

950

00

0600 00

0

0

Ａ

000 0
00250Ｂ

12,300 015,300 0

Ｂ事業所

同一管理事業所番号

事 業 所 番 号

事 業 者 及 び
その事業所の
名 称

A、B事業所が同一管理事業所に該当する例

○ 軽減後の負担上限月額はＡ事業所（デイサービス）7,500円、Ｂ事業所（居宅介護）
は12,300円となる。

○ 同一管理事業所内の負担上限月額は12,300円であるため、Ａ，Ｂ事業所での利用
者負担額を合算した額が１2,300円となるように、軽減額の調整を行う。

○16日のサービス提供の段階で利用者負担額は軽減後の負担上限額12,300円に到
達するため、16日分より実績記録票では利用者負担額欄に記載された額が社福法人
等軽減額に移行する。

○20日以降については、軽減後の負担上限月額に到達済みのため、利用者負担額欄
の記載は０円となり、以後、社福法人等軽減額欄に記載していく。

○実績記録票等記載額欄の利用者負担額及び社福法人等軽減額の合計額と、軽
減額調整結果額欄の利用者負担額及び社福法人等軽減額の合計額とは同額とな
る。

②-１ 同一管理事業所内で軽減額調整を行うため、社会福祉法人等負担軽減額調整結果票（様式３－１）を作成する。

。

合算した利用者負担額が軽減後の負担上限月額を超過しているため、軽減額調整を行う。

この場合, ３，０００円＋１２，３００円＝１５，３００円のため、負担上限月額１２，３００円を超過している。

軽減額調整の結果、同一管理事業所内での軽減後の負担上限月額以下になる。

誤）Ａ事業所とＢ事業所で一本の軽減後の負担上限月額を適用： 12,300円

正）Ａ事業所に係る軽減後の負担上限月額を適用：7,500円

Ｂ事業所に係る利用者負担額： 4,000円

40,000円Ｂ事業所（居宅介護）

100,000円

報酬額

Ａ事業所（デイサービス）

同一管理事業所

上記Ａ・Ｂ事業所の報酬額が右の場合
（※この場合様式3－1の作成は不要）

注意

↓

11,500円

負担が低い
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\0

社福法人等軽減額

　　【軽減後の上限額１２３００円】

3

7

E事業所　【外出介護】

\1,000

\90,000 \9,000

\700

\10,000

\7,000

25PM

\6,000

D事業所　【居宅介護】
　　【軽減後の上限額１２３００円】

24 \20,000 \2,000

17

13PM \10,000

\8,000 \800

\2,000

\15,000

報酬額
(参考）

利用者負担額 給付費移行額

\1,000

10

2 \30,000 \3,000
\20,000

サービス
提供日

報酬額
(参考）

利用者負担額 給付費等移行額社福法人等軽減額

\20,000 \2,000
15 \1,500
18 \10,000

合計

合計

サービス
提供日

\60,000

\1,000

社会福祉法人
軽減措置実施

社会福祉法人
軽減措置実施

平成　　　年　　　月　　　日

2

3

7

10

13

15

17

18

24

25

100
0

12,300

軽減額調整結果額

2,700

利用者負担額

3,000

700

2,000

2,000

1,000

1,500

社福法人等軽減額

3,000

事 業 所 番 号

事 業 者 及 び
その事業所の
名 称

E事業所

15,000

800
D

800E
2,000 1,900

1000

1000

1000

D

E

1,000

2,000

700

実績記録票記載額

利用者負担額 給付費移行額 社福法人等軽減額 給付費移行額

支 給 決 定 に 係 る
障 害 児 氏 名

受 給 者 証 番 号

支 給 決 定 障 害 者 等
氏 名

利 用 者 負 担 上 限 月 額

（様式３-１）

同一管理事業所名称

D事業所

社会福祉法人等負担軽減額調整結果票　(平成　　年　　月分)

同一管理事業所番号

D

1,500

1,000

E

D 2,000

合　　計

日
付
曜
日

事業所番号
又は

事業所名

開

始

時

間

D

E

終

了

時

間

E

Ｄ、Ｅ事業所が同一管理事業所に該当する例

○軽減後の負担上限月額は外出介護、居宅介護各々12,300円となるが、同一管理事業所内の
負担上限月額は合算して12,300円となる。

○24日のサービス提供の段階で利用者負担額は軽減後の負担上限額12,300円に到達するため、
24日分から実績記録票では利用者負担額欄に記載された額が社福祉法人等軽減額に移行す
る。

○25日については、軽減後の負担上限月額に到達済みのため、利用者負担額欄の記載は０円と
なり、社福法人等軽減額欄に記載する。

○実績記録票記載額欄の利用者負担額及び社福法人等軽減額の合計額と、軽減額調整結
果額欄の利用者負担額及び社福法人等軽減額の合計額とは同額となる。

②-２ 同一管理事業所内で軽減額調整を行うため、社会福祉法人等負担軽減額調整結果票（様式３－１）を作成する。

当該同一管理事業所（Ｄ・Ｅ事業所）の場合、上限額管理者ではないが、同
一管理事業所内での利用者負担額が軽減後の負担上限月額を超過している
ため、軽減額の調整を行う。調整後、様式３－１を上限額管理者へ３日までに
提供する。

。

合算した利用者負担額が負担上限月額を超過しているため、軽減額調整を行う。

この場合, ９，０００円＋６，０００円＝１５，０００円のため、 負担上限月額１２，３００円を超過している。
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平成　　　年　　　月　　　日

2

3

7

10

13

15

17

18

24

25
合　　計

日
付
曜
日

事業所番号
又は
事業所名

開

始

時

間

D

E

終

了

時

間

E

D

1,500

1,000

E

D 2,000

（様式３-１）

同一管理事業所名称

D事業所

社会福祉法人等負担軽減額調整結果票　(平成　　年　　月分)

支 給 決 定 に 係 る
障 害 児 氏 名

受 給 者 証 番 号

支 給 決 定 障 害 者 等
氏 名

利 用 者 負 担 上 限 月 額

実績記録票記載額

利用者負担額 給付費移行額 社福法人等軽減額 給付費移行額

2,000

700

D

E

1,000

1000

1000

1000

15,000

800
D

800E
2,000 1,900

同一管理事業所番号

事 業 所 番 号

事 業 者 及 び
その事業所の
名 称

E事業所

社福法人等軽減額

3,000

利用者負担額

3,000

700

2,000

2,000

1,000

1,500

12,300

軽減額調整結果額

2,700

100
0

平成　　　年　　　月　　　日

1

5 ①

5 ②

9

11

12

16

20

23

25

29 2,000

6,700

1,550

600

600

1,9501,700
2,000

3,700

社福法人等軽減額

Ｂ

合　　計

日

付

曜

日

事業所番号

又は
事業所名

開

始

時

間

Ａ

Ａ

終

了

時

間

600

600

Ｂ

4,000

2,500

Ｂ

Ｂ

（様式３-１）

同一管理事業所名称

Ａ事業所

社会福祉法人等負担軽減額調整結果票　(平成　　年　　月分)

支 給 決 定 に 係 る
障 害 児 氏 名

受 給 者 証 番 号

支 給 決 定 障 害 者 等
氏 名

利用者負担上限月額

実績記録票記載額

利用者負担額 給付費移行額

600

軽減額調整結果額

利用者負担額 給付費移行額社福法人等軽減額

600

600

3,000

2,5502,550

3,000

Ａ

4,000

600Ａ

Ｂ

600

950

0

0600

0

Ａ

00
250Ｂ

12,30015,300

Ｂ事業所

同一管理事業所番号

事 業 所 番 号

事 業 者 及 び
その事業所の
名 称

21

19

サービス
提供日

報酬額
(参考）

\15,000

利用者負担額

　　【上限額２４６００円】

Ｃ事業所　【居宅介護】　

\50,000 \5,000

\12,000 \1,200

\950

\1,500

13AM \8,500 \850

給付費移行額

合計

6 \5,000 \500

4 \9,500

社福法人等軽減額

様式３－１：同一管理事業所がＡ・Ｂ事業所分

実績記録票（抄）：Ｃ事業所分（社福軽減なし）

様式３－１：同一管理事業所がＤ・Ｅ事業所分

平成　　　年　　月　　　日

①

②

①

②

①

②

高額障害福祉サービス費移行額

通所施設

小　　計

0 0

29

800

1,900 100

9,400 5,150

1,950 0

2,000 0

0

1,200

600 0

1,500

600 0

1,000

1,000

1,550 200

社福法人等軽減額 給付費移行額

上限額管理結果額

0

2,000

2,550

2,000

600

600

3,000

0

0

1,500

750

0

0

0

700

950

A

D

A

B

C

D

C

E

B

B

E

C

A

C

E

B

D

E

C

A

B

950

600

3,000

500

（様式２－１）

利用者負担上限額管理結果票　(平成　　年　　　月分)

上限額管理事業所
番 号

受 給 者 証 番 号

700

実績記録票等記載額

2

曜日
利用者負担額

600

3,000

1

4

3

11

5

5

13

12

15

13

17

16

23

18

20

21

19

25

24

029,750 9,400合　　計 24,600

事 業 所 及 び
そ の 事 業 所 の
名 称

B事業所

支 給 決 定 障 害 者 等
氏 名

10

9

日付

事業所所在地及び
連 絡 先

5

利用者負担額

支 給 決 定 に 係 る
障 害 児 氏 名

給付費移行額

サ ー ビ ス 提 供 事 業 所 数

7

600

3,000

500

2,000

6

２４，６００円

有

利 用 者 負 担 上 限 月 額

社 福 法 人 等 軽 減 対 象 者

950

1,000

1,000

2,550

2,000

600

4,000

850

1,000

1,500

100

600

600

1,900

1,500

E

B

D

0

1,200

0

事業所番号又
は事業所名

A

D

社福法人等軽減額

0

0

0

4,000

850

1,000

1,550

1,950

800

2,000

上限額管理加算 上限額管理事業所 150

0

0

25

150

①全事業所分をサービス提供日順に整理

②社会福祉法人軽減額について、先に調整した
軽減額を該当欄に記入。
※社会福祉法人軽減額は確定しており、以下の
処理に際して変更は生じない。

③事例においては、サービス提供事業所が複数
（同一管理事業所が複数）となるため、利用者
負担上限月額は本来の（社会福祉法人軽減
措置をしない）上限額である24,600円となる。

④月の当初から、24,600円に達するまで、利用者
負担額欄に実績記録票等記載額欄の利用者
負担額を計上する。

⑤15日のサービス提供が終了した時点の利用者
負担額の累計は23,850円。

⑥16日のサービス提供分に係る利用者負担につ
いては、24,600円（上限額）－23,850円＝750
円のみが利用者負担額となる。
また、左の実績記録票等記載額の利用者負
担額欄に記載された金額のうち、利用者負担
額欄に計上されない残額200円（950円－750
円）は給付費移行額に計上する。

⑦17日以降の利用者負担額については、上限
額24,600円に到達していることから、給付費移
行額欄に計上し、利用者負担額欄は0円とす
る。

⑧上限額管理結果額欄の利用者負担額合計
欄と給付費移行額合計欄を合計した金額は、
実績記録票等記載額欄の利用者負担額合
計欄と給付費移行額合計欄を合計した金額
と同額となる 。

⑨上限額管理者は、利用者負担額を合算した
結果、負担上限月額を超過しているため（様式
2－1を作成したため）上限額管理加算に係る
利用者負担額を計上する。 （上限額管理によ
り給付費移行額欄に計上される。）

③ 上限額管理者は利用者負担上限額管理票（様式２－１）を作成し、上限額管理対象者に確認を求める。



41

平成　　　年　　月　　　日

①

②

①

②

①

②

高額障害福祉サービス費移行額

150上限額管理加算上限額管理事業所 150

1,900

1,950

800

2,000

600

600

1,550

0

0

0

4,000

850

1,000

19 1,500

20

21

事業所番号又
は事業所名

A

D

社福法人等軽減額

E

B

D

0

1,200

0

0

0

950

1,000

1,000

100

2,550

2,000

600

２４，６００円

有

利 用 者 負 担 上 限 月 額

社 福 法 人 等 軽 減 対 象 者

7

600

3,000

500

2,000

6

5

1

日付

事業所所在地及び
連 絡 先

5

利用者負担額

支 給 決 定 に 係 る
児 童 氏 名

給付費移行額

サ ー ビ ス 提 供 事 業 所 数

24,600

事 業 所 及 び
そ の 事 業 所 の
名 称

B事業所

支 給 決 定 障 害 者 等
氏 名

10

9

29,750 9,400合　　計

29

25

25

24

23

18

17

16

15

13

13

12

11

5

4

3

曜日
利用者負担額

600

3,000

700

実績記録票等記載額

2

（様式２－１）

利用者負担上限額管理結果票　(平成　　年　　　月分)

上限額管理事業所
番 号

受 給 者 証 番 号

950

600

3,000

500

4,000

850

1,000

1,500

B

D

E

C

A

B

B

B

E

C

A

C

E

700

950

A

D

A

B

C

D

C

E

0

0

1,500

750

0

0

0

社福法人等軽減額 給付費移行額

上限額管理結果額

0

2,000

2,550

2,000

600

600

3,000

1,550 200

1,000

1,000

1,500

600 0

1,200

600 0

1,900 100

9,400 5,150

1,950 0

2,000 0

00 0 800

小　　計

通所施設

29,600 9,400 24,600 9,400 5,000

Ａ事業所
（様式２-2抄）

1,800 1,200
0 600

600
600
600

利用者負担額 社福法人等軽減額 給付費移行額

上限額管理結果額

0 600

利用者負担額
社福法人等

軽減額

日 付
実績記録票等記載額

1 600
5AM 600
11 600
20 0 600
23 0 600
　計 1,800 1,200

B事業所

9,550 5,500 1,100

29 0 2,000 0 2,000 0

計 10,650 5,500

3,000
2,550

上限額管理結果額

利用者負担額
社福法人等

軽減額

4,000

利用者負担額 社福法人等軽減額 給付費移行額

0 1,550 950

日 付
実績記録票等記載額

5PM 3,000
9 2,550
12 4,000
16 950 1,550

（様式２-2抄）

0 1,950 025AM 0 1,950

150上限額管理加算 150

（様式２-2抄）

C事業所

　計 5,000
21 1,200
19 1,500
13AM 850
6 500
4 950

利用者負担額
給付費

移行額

日 付
実績記録票等記載額

0 1,500

利用者負担額 社福法人等軽減額 給付費移行額

上限額管理結果額

0 1,200

950
500
850

2,300 2,700

（様式２-2抄）

D事業所

6,000 1,900 1,100
0 1,900 100

3,000
2,000
1,000

利用者負担額 社福法人等軽減額 給付費移行額

上限額管理結果額

0 1,000

利用者負担額
社福法人等

軽減額

日 付
実績記録票等記載額

2 3,000
10 2,000
13PM 1,000
17 1,000
24 100 1,900
　計 7,100 1,900

（様式２-2抄）

E事業所

4,200 800 1,000
0 800 0

700
2,000
1,500

利用者負担額 社福法人等軽減額 給付費移行額

上限額管理結果額

0 1,000

利用者負担額
社福法人等

軽減額

日 付
実績記録票等記載額

3 700
7 2,000
15 1,500
18 1,000
25PM 0 800
　計 5,200 800

④ 上限額管理者は６日までに利用者負担上限額管理票別表（様式２－２）を作成して各事業所に送付する。

※資料上、様式２－２は項目の一部を省略したものを表示。

実績記録票等記載欄については、

○様式3－1を作成した場合（社会福祉
法人等軽減措置実施事業所の同一管
理事業所間で軽減額調整を行った場
合）は、様式3－1で調整した額を記載す
る。（Ａ，Ｂ，Ｄ，Ｅ事業所）

○上記以外の事業所については、サービ
ス提供実績記録票で記載した金額を記
載する。（Ｃ事業所）
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　　【軽減後の上限額７，５００円】

6

7

Ｂ事業所　【居宅介護】

～

\154,000 \7,500

\2,000

～

\20,000

20

\7,500

\400

\7,000

Ａ事業所　【通所更生】
　　【軽減後の上限額７，５００円】

～
30 \7,000

～

\1,500
\20,000

\700

\20,000

報酬額
(参考）

利用者負担額 給付費等移行額

3 \7,000 \700

2

1 \7,000 \700

サービス
提供日

報酬額
(参考）

利用者負担額 給付費等移行額社福法人等軽減額

\20,000 \2,000
13 \2,000
14 \20,000

合計

合計

サービス
提供日

\120,000

21 \20,000

～

\7,500

社福法人等軽減額

\500
\2,000
\2,000

\4,500

社会福祉法人
軽減制度実施

社会福祉法人
軽減制度実施

上限額管理者

平成　　　年　　　月　　　日

6

7

13

14

20

21

高額障害福祉サービス費合計

同一管理事業所負担上限額②

高額障害福祉サービス費移行額（①-②）

7,500

実績記録票記載額

利用者負担額 給付費移行額

事 業 所 番 号

事 業 者 及 び
その事業所の
名 称

Ｂ事業所

同一管理事業所番号

12,000

7,500

合計①

7,500

4007,500
12,000 40015,000

7,500400Ａ

0

4500 7,500

0Ｂ

Ｂ 2000

0

2,000

1,5001,500

2,000

2,000

2,000

軽減額調整結果額

利用者負担額 給付費移行額社福法人等軽減額

支 給 決 定 に 係 る
障 害 児 氏 名

受 給 者 証 番 号

支 給 決 定 障 害 者 等
氏 名

利用者負担上限月額

（様式３-１）

同一管理事業所名称

Ａ事業所

社会福祉法人等負担軽減額調整結果票　(平成　　年　　月分)

2,000

2,000

小計

0

7,500

Ｂ

Ｂ

日
付
曜
日

事業所番号
又は
事業所名

開

始

時

間

Ｂ

Ｂ

終

了

時

間

500

2000

7500

社福法人等軽減額

500

2,000

2,000

4,500

7,500
4,500

■自立支援法の指定障害福祉サービスと身障法・知障法の通所施設サービスとの同一
管理事業所における事務処理

○ 各事業所の軽減後の負担上限月額は、Ａ事業所（通所更生）7,500円、Ｂ事業所
（居宅介護）は7,500円となる。

○ 同一管理事業所内の軽減後の負担上限月額は7,500円、本来の負担上限月額は
15,000円であるため、Ａ，Ｂ事業所での利用者負担額、社福法人等軽減額が各々
7,500円となるように、軽減額の調整を行う。

○ 具体的には、通所施設分を高額障害福祉サービス費に移行させることで調整するこ
ととし、同一管理事業所内での「利用者負担額」及び「社福法人等軽減額」の合計額
から同一管理事業所における「利用者負担額」及び「社福法人等軽減額」の上限額
（各々7,500円）を控除した額を高額障害福祉サービス費移行額に整理する。

（事例２－２） 同一管理事業所内に居宅サービスと通所施設がある場合の軽減額調整事務（低所得１の例）

。

合算した利用者負担額が軽減後の負担上限月額を超過しているため、軽減額調整を行う。

この場合
７，５００円＋７，５００円

＝ １５，０００円のため、 負担上限月額７，５００円を超過している。

通所施設は、高額障害福祉サービス費として、市町村に請求する（受領委
任払い）。

法律が異なるため、同一管理事業所内であっても、軽減額調整による軽減
額は、給付費（介護給付費・訓練等給付費又は施設訓練等支援費）には
移行させない。

通所施設サービスに係る利用者負担額の軽減額調整結果は、施設訓練等支援費
の請求額には影響しないので（影響額は高額障害福祉サービス費に反映するため。）、
施設訓練等支援費の請求は、サービス提供実績記録票に基づき整理した利用者負
担額及び社福法人等軽減額に基づいて行う。ただし、利用者からの実際の徴収額は、
軽減額調整結果額欄の利用者負担額から利用者負担額にかかる高額障害福祉
サービス費移行額を控除した額となる（この例では、０円（7,500円－7,500円））。
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　　【上限額１２３００円】

6

7

Ｂ事業所　【居宅介護】

～

\154,000 \7,500

\2,000

～

\20,000

20

\12,000

\7,000

Ａ事業所　【通所更生】
　　【上限額７５００円】

～
30 \7,000

～

\2,000
\20,000 \2,000

\700

\20,000

報酬額
(参考）

利用者負担額 給付費等移行額

3 \7,000 \700

2

1 \7,000 \700

サービス
提供日

報酬額
(参考）

利用者負担額 給付費等移行額社福法人等軽減額

\20,000 \2,000
13 \2,000
14 \20,000

合計

合計

サービス
提供日

\120,000

21 \20,000 \2,000

～

\7,900

社福法人等軽減額

社会福祉法人
軽減制度実施

社会福祉法人
軽減制度実施

上限額管理者

平成　　　年　　　月　　　日

6

7

13

14

20

21

高額障害福祉サービス費合計

同一管理事業所負担上限額②

高額障害福祉サービス費移行額（①-②）

7,500

実績記録票記載額

利用者負担額 給付費移行額

事 業 所 番 号

事 業 者 及 び
その事業所の
名 称

Ｂ事業所

同一管理事業所番号

2,800

12,300

合計①

7,200

7,900
7,90019,500

7,500Ａ

2,000

12,000

2,000Ｂ

Ｂ

2,000

2,000

2,0002,000

2,000

2,000

2,000

軽減額調整結果額

利用者負担額 給付費移行額社福法人等軽減額

支 給 決 定 に 係 る
障 害 児 氏 名

受 給 者 証 番 号

支 給 決 定 障 害 者 等
氏 名

利用者負担上限月額

（様式３-１）

同一管理事業所名称

Ａ事業所

社会福祉法人等負担軽減額調整結果票　(平成　　年　　月分)

2,000

2,000

小計

2,000

12,000

Ｂ

Ｂ

日
付
曜
日

事業所番号
又は
事業所名

開

始

時

間

Ｂ

Ｂ

終

了

時

間

7900

社福法人等軽減額

12,300
-4,400

■自立支援法の指定障害福祉サービスと身障法・知障法の通所施設サービスとの同一
管理事業所における事務処理

○ 各事業所の軽減後の負担上限月額は、Ａ事業所（通所更生）7,500円、Ｂ事業所
（居宅介護）は12,300円となる。

○ 同一管理事業所内の軽減後の負担上限月額は12,300円、本来の負担上限月額
は24,600円であるため、Ａ，Ｂ事業所での利用者負担額、社福法人等軽減額が各々
12,300円となるように、軽減額の調整を行う。

○ 具体的には、通所施設分を高額障害福祉サービス費に移行させることで調整するこ
ととし、同一管理事業所内での「利用者負担額」及び「社福法人等軽減額」の合計額
から同一管理事業所における「利用者負担額」及び「社福法人等軽減額」の上限額
（各々12,300円）を控除した額を高額障害福祉サービス費移行額に整理する。

（事例２－３） 同一管理事業所内に居宅サービスと通所施設がある場合の軽減額調整事務（低所得２の例）

。

合算した利用者負担額が軽減後の負担上限月額を超過しているため、軽減額調整を行う。

この場合
７，５００円＋１２，０００円

＝ １９，５００円のため、 負担上限月額１２，３００円を超過している。

通所施設は、高額障害福祉サービス費として、市町村に請求する（受領委
任払い）。

法律が異なるため、同一管理事業所内であっても、軽減額調整による軽減
額は、給付費（介護給付費・訓練等給付費又は施設訓練等支援費）には
移行させない。

通所施設サービスに係る利用者負担額の軽減額調整結果は、施設訓練等支援費
の請求額には影響しないので（影響額は高額障害福祉サービス費に反映するため。）、
施設訓練等支援費の請求は、サービス提供実績記録票に基づき整理した利用者負
担額及び社福法人等軽減額に基づいて行う。ただし、利用者からの実際の徴収額は、
軽減額調整結果額欄の利用者負担額から利用者負担額にかかる高額障害福祉
サービス費移行額を控除した額となる（この例では、300円（7,500円－7,200円））。


